
オフィス新規市場賃料と空室率の予測（2014年4月23日公表分）
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※半年前と比較して、マクロ経済見通しが悪化していることから賃料上昇幅は縮小、一方、空室率は直近のオフィスマーケットが好況であることから更に低下

空室率賃料指数

＜前提＞

* 建築物価上昇による新規供給への影響 既に遅れているものは

東京ビジネス地区（都心5区）におけるオフィス新規市場賃料及び空室率の予測
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* 建築物価上昇による新規供給への影響：既に遅れているものは

織込み済。将来への影響については、考慮していない。

* 2020年の東京オリンピック開催の影響：賃料見通しには

織込み済。オフィスマーケットへの直接の影響はない前提

* 消費税増税：2014年4月8%、2015年10月10%を前提

* 対象 都心5区の大 中型ビル 基準階面積100坪以上
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150 * 対象：都心5区の大・中型ビル、基準階面積100坪以上

都心5区空室率（2014年4月公表）
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都心5区賃料指数（2014年4月公表）
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東京ビジネス地区（都心5区）における新規供給量予測（千坪）

※半年前と比較して、2014年
は減少し、2015年は増加

02014年5月1日 作成 本資料は情報の提供のみを目的としており、特定の商品についての取引の勧誘を目的とするものではありません。その他注意事項については、最終ページをご確認下さい。
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